
 

 

 

【韓国】 総合指数は週間で 0.1％安と 5週続落、今週は FOMCに注目 

先週の動き／今週の展望 

総合指数は週間で 0.1％安と 5週続落。12日が秋夕（チュソク）で休場だったため、4日間のみの取引だった。休場明

け 13日は前週末比 2.7％高と大幅に続伸。休場中にその他の主要市場が上昇した流れに追随し、上昇幅は 21年 2月下旬

以来、約 1年半ぶりの大きさだった。ただ、14日は 1.6％安と

反落。米国の 8 月の CPI 上昇率が市場予想から上振れたこと

で、積極的な金融引き締めへの警戒感が強まった。15日は米小

売売上高や鉱工業生産の発表を控えて様子見ムードが広がり、

続落。16日は、米小売売上高や新規失業保険申請件数が堅調だ

ったことで、FRBが大幅な利上げを継続するとの見方が嫌気さ

れ、3日続落した。今週は 20－21日の FOMCをにらんで神経

質な展開か。国内では 23日に 8月の PPIが発表される予定。 

 

【ロシア】 RTS指数は週間で 1.0％高と反発、今週は一進一退の展開か 

先週の動き／今週の展望 

RTS 株価指数は週間で 1.0％高と反発。エネルギー株や資源株の下落が重しとなったものの、週初の海外株高やルー

ブル高が支えとなった。週明け 12 日は欧米株高を追い風に前週末比で 1.4％高と続伸。その後もルーブル高が支援とな

り、15日までおおむね堅調に推移した。原油などの商品相場の

下落を受けてエネルギー株や資源株が下落したが、金融株や生

活必需品株などが上昇し、指数を支えた。ルーブルは対ドルで

1.7％上昇し、ブレント原油は 1.6％下落した。個別銘柄では金

融の TCS グループ・ホールディングが 11.4％高、スーパーの

X5 リテール・グループが 10.7％高となった一方、エネルギー

のロスネフチが 5.0％安、資源のノリリスク・ニッケルが 3.1％

安、産金のポリュスが 2.1％安となった。今週は一進一退か。 

 

【ベトナム】 ベトナム指数は週間で 1.2％安と 3週続落、今週は米金融政策が焦点

か 

先週の動き／今週の展望 

VN指数は週間で 1.2％安と 3週続落。米国株安や海外勢の売り越し、米 FOMCを控えた様子見姿勢が重しとなった。

週前半の 12－13日に小幅にもみ合ったが、14日は米国の 8月の消費者物価指数（CPI）が市場予想を上回ったことで前

日の米国株が急落したことが重しとなった。下落場面では押し

目買いが強まったものの、16日は海外投資家が売り越しとなる

中、大幅利上げが予想される米連邦公開市場委員会（FOMC）

を控え、様子見姿勢が広がった。個別銘柄では不動産のビンコ

ム・リテールが 8.5％高、ノー・バー・ランド・インベストメン

トが 2.0％高となった一方、金融のサコムバンクが 5.5％安、SSI

証券が 4.7％安、飲料のサイゴンビール・アルコール飲料が 4.4％

安と下落した。今週は米国の金融政策をにらんだ展開か。 
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【先週の動き／今週の展望】SET指数は 1.5％安、今週は 8

月の貿易統計に期待 

SET 指数は週間で 1.5％安と反落。じりじりと下値を広げた

1週間だった。週初の 12日は、原油価格の下落を受けてインフ

レ緩和に対する期待感が高まった効果で買われ、指数は 5営業

日続伸。ただ、13日は閣議で最低賃金の引き上げやディーゼル

燃料の減税が承認されたものの買い材料視されず反落すると、

14 日は米国の 8 月の CPI 発表後に大幅利上げ継続に対する懸

念が強まった影響で続落した。週後半も軟調な値動きが続き、

結局 16日まで 4日続落して取引を終えている。今週は 22日に

8 月の貿易統計（通関ベース）が発表される予定で、前月まで

4カ月連続で赤字だった貿易収支が黒字転換すれば好材料。 

 

【インドネシア】 

【先週の動き／今週の展望】クアラルンプール総合指数は

2.0％安、NYダウの大幅下落に連動 

クアラルンプール総合指数は4日間の取引で2.0％安と反落。

さえない値動きが続いた。週初の 12日は、米国の CPI発表を

翌日に控えた様子見が広がる中、指数は小幅に 4営業日続伸。

ただ、13日に銀行株を中心に利益確定売りが出て反落すると、

14日は引け際に売られ、前日比 1.3％安と続落した。15日も買

い材料に乏しく、小幅に下落して連休前の取引を終えている。

今週は 20日の 8月の貿易統計に続き、23日には同月の CPIが

発表される予定。前年同月比の CPI上昇率は 2カ月連続で 4％

台になると予想されている。外部要因では、20－21日に開催さ

れる米 FOMCの動向が指数を左右する展開になりそうだ。 

 

 

【先週の動き／今週の展望】ジャカルタ総合指数は 1.0％

安、今週は 22日に中央銀行が金融政策決定会合を開催 

ジャカルタ総合指数は週間で 1.0％安と 3 週ぶりに反落。週

末の下落が響いた。週初の 12日に 3営業日続伸すると、13日

は好地合いが続く中、終値で初めて 7300ポイント台に到達し、

過去最高値を更新。14日は前日の NYダウが大幅利上げに対す

る警戒感から急落した影響で反落したが、15日は世界的な商品

価格の高騰を背景に、8 月の貿易黒字額が市場予想から上振れ

た効果で買い戻された。ただ、16日は利益確定売りなどで前日

比 1.9％安と 7200ポイントを割り込んで取引を終えている。今

週は 22 日に中央銀行が定例の金融政策決定会合を開催する予

定で、2会合連続での利上げが実施されるとの見方が優勢。 

 

【タイ】 

【シンガポール】 

【マレーシア】 

【先週の動き／今週の展望】ストレーツタイムズ指数は

0.2％高、今週は 23日発表の 8月の CPIが焦点 

ストレーツタイムズ指数は週間で 0.2％高と続伸。米国の 8

月の CPI発表を受けて下落したが、その後の反発で補った。週

初の 12日は前週末の NYダウが上昇した流れを引き継ぎ、3営

業日続伸。13 日も上値を広げたが、14 日は前日に発表された

米 CPIの上昇率が市場予想を上回り、大幅利上げの継続に対す

る警戒感が高まった影響で、指数は前営業日比 1.0％安と 5 日

ぶりに反落した。ただ、15 日に買い戻されると、16 日は 8 月

の非石油地場輸出が予想から上振れした効果などで小幅続伸

している。今週は 23日に 8月の CPIが発表される予定で、前

年同月比の CPI上昇率は 2カ月連続で 7％台になる見通し。 
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